
'§

令和元年6月市議会環境経済委員会資料

請願第4号「下水道の整備に伴う一般廃棄物等の合理化に関する特別措置法」

に関する請願について

(目次)

1 下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合

理化に関する特別措置法(合特法)における主な

制度の概要

2 し尿・浄化槽汚泥発生量の推移幌込み)

3 事業者別し尿収集状況

4 長崎市し尿収集区域

5 長崎市合理化事業計画(平成23年作成)

(ページ)

.....

2

3

4

5~24

環境部

令和元年7月



」

1

^

ι



ι1

「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法(合特法)」

における主な制度の概要

合理化事業計画

匝一到 ーーーーーー^

ーーーーーー^

「合理化事業計画」を定めることができる。(法第3条第 11動

県知事の承認

0

内容(法第3条第2項)

①下水道整備等による一般廃棄物処理業の経営の基礎となる

諸条件の変化の見通しに関する事項

②一般廃棄物処理業の事業の転換並びに経営の近代化及び

規模の適正化に関する事項

③業務の縮小又は廃止を余儀なくされる一般廃棄物処理業者

に対する資金上の措置に関する事垣等

2 事業の転換に関する計画

一般廃棄物処理業者

0
合理化事業の実施

ーー→その事業の転換に関する計画を定めることができる。

(法第7条第11動

市町村長の認定ーーーーーー^

U
金融上の措置、就職のあっせん等(法第8条、第9条)
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し尿・浄化槽汚泥発生量の推移(見込み)(長崎市)
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地区名

下記以外の地区

東長崎・三川

・川平地区

業者名

事業者別し尿収集状況

(一財)クリーン

ながさき

野母崎地区

三和地区

侑)川徳

し尿収集

量(kの

[H29年度]

小計①

香焼地区

外海(本土)地区

侑漣〒母崎清掃社

推計

台数

(ロ)

琴海地区

12,628

(有)三和清掃社

し尿汲取

件数(件)

[H29年度]

侑)マルモ産業

1,913

高島地区

隊)エコシス

14,541

伊王島地区

琴海清掃(有)

池島地区

5,543

侑}ヤマシタ清掃

592

料金(RI.7時点)

1,174

{株}西部建設

人頭制

従量制

無臭便槽加算609

侑}福島清掃

36

6,152

侑}池島清掃

※汲取り料金の用語について

1 人頭制

966

小計②

合計(①+②)

1,四3

458

1,150円

411円

822円

従量制

851

341

22

2

5

470

従量制

35

3

302

310円

無臭便槽加算

4,264

109

18,805

4

簡易水洗式便槽(構造上、便器の使用時に少量の水等の使用

を必要とするものをいう。)以外の便槽を使用する一般世帯の

うち1月に1回定期収集する場合に適用。

人頭制を適用する場合以外に適用。18リットルまでごとに

収集量に応じて金額を算定。

構造上、し尿収集時等に水の投入を必要とするものに適用。

411円

人頭制

28

310円

従量制

24

2,251

8,403

1,巧0円

411円

3



エコシス

＼

琴海清掃

ヤマシタ清

池島清掃

長崎市し尿収集区域
平成31年4月1日現在
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長崎市合理化事業計画

ノ

、

＼

1
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1 目的

2 本市の状況(平成22年3月31日現在)

3 プ般廃棄物処理業等の沿革及び現在の状況

4 下水道1径備等の,ι逓し

5 し尿の要処恥量の見通し

6 し尿の処蝉体制の水準

7 し尿処理業の絲営の見通し

8 合理化事業計画の内容

山目標
ノ

②対象

偲)突施期間

④実施方法

別表1-1 し尿処理業委託及び許可業者名等

が 1-2 "

ガ 2-1 し尿要処理鳧の見通し

リ 2-2 "

" 3-1 し尿処理体制の水準及び見逓し

リ 3・-2 ガ
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旧長崎市の区域の整理

転廃交付金の交付計画

転廃交付金の算定根拠
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(旧長崎市)
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目的

本市のし尿収集業岩は、下水逝整佛に伴うし尿収集世帯の減少及ぴ散在化

等により火きな影縛を受けており、特に、旧長崎市のし尿収集業者は、し尿

処理手数料・が長崎市廃簗物の減量及び適正処肌に関する条例(以下「条例」

という。)に規定する上隈額に達していることから、収入の増肋.1が見込めず、

厳しし珠誇営状況にあり、(1知長峅1!"生公社は、平成24年度からの財団法

人化並びにし尿収集業務の完全委託化に向けて、別途、改革を迩めているも

のの、その他の3業者については、喫緊の支援策が求められている状況であ

る。

このようなことから、木計画は、この旧長崎市の 3業者への支援策を主眼

に置き、「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処川1業等の合理化に関するヰ、"刈

1'1,1置法」に基づき、'将来にわたり、本市におけるし尿の適正な収集を確保す

るため、し尿収染業者の円滑な事業転換を図ることを目的として策定する。

なお、今回の計画については、し尿のみを対象とし、符卜化"ル引彪収渠述搬

業及び浄化科.リ清掃業については、今後検討する。

2 本市の状況(平成22年3月3 1日現在)

人口 44.3 615人,

11.1:帯数 2 0 0,7 1 0 世粥

師積 406.40knゞ

地勢

本市は、iルi側、南側、束側で海に油し、五島洲、橘湾、火村湾が広がっ

ている。また、市域の背骨を通るように山稜が位過し、標滞590mの八

郎岳を最滞点とする 300から40om級の山々が連なり、りアス式の長

く複雑な海岸線とあいまって b廊と翁劇を身近に感じることのできる豊か

な自然に恵まれている。

長崎港内部の造成地とそこに注ぐ中島川周辺や、油上川沿いの南北に釧

かく連なる比較的平坦な地域には、商業・業務機能が集積しており.、平坦

地が少ないため、長崎港に而し山腹を這い上がるように形成された斜而市

街地とあいまっで独特な都市景観を創りだしているが、このことは、本市

の廃棄物行政を遂行するにあたり種々の制約となっている現状がある。

¥



3 一般廃棄物処理業等の沿革及び現在の状況

本市のし尿収渠業務は、昭和30年代まで、一部直営収集地区を除き、

市内の許可業者25業者が、地区の制限なく、各家庭からの申し込みに応

じて峅機に収染する、いわゆる自由汲み取りを行っていたが、し尿収集に

かかる貨任が不明硫で、高台等の収集困排地区においては、し尿収染が円

滑に行われず、また一部の業者においては条例で定める領を超える水則し

蒲求を行うなどの実態があり、市民生活に支障をきたす状況にあった。

このような状況の中、これらへの抜本的対策を洲じるため、昭和39年

2月J発業する 6業者を除く許可業名・19業者を統合し、併せて本市とし

ても経営に参画し、指導・監倍していく必蟇性から資本金の3分の 1を出

資した中で、(株)長崎術生公社が設立され、その後、この q知長崎衛

生公社並びに平成9年に許可、業者となった民問3業者によって、し尿収集

業務が行われてきた。

また、平成の大合例ヰこより、平成 17年1月に、番焼町、伊王島1打、 高

島町、野母崎町、外海町、三羽.削Tと、平成 18年1月に琴海町と合併した

ことにより許可業者である民間9業者が増え、呪在、(1知長崎術生公社

と許司業者である民間 12業考の計 13業者により行われており、旧長崎

市においては、け朱)長崎術生公社と許可業者である民問3業者により月

1回の定卿くみ取りを中心とした計画1収集を、合仞寸也区においては、許可

業者である民間 9業者により随時汲み11yりを中心とした収集を災施して

いる。

なお、平成21年度来現在の本市のし尿の要処埋単は、旧長崎市で34,

5 84 k l、合併地区で 1 1,6 6 2 k 1 であり、別表 1 -1及び 1

2の業者が収来述搬を行っている。

4 下水道整備等の見通し

本市の公共下水道普及率は、平成21.年度来現在、旧長崎市で92

8 %、合併地区で 5 3,3 %であり、・別表 2 -1及び272 のとお'り推

移する見通しである。

5 し尿の要処理量の見通し

本市の下水道普及楽の仲びに伴い、'し尿の要処理暴は、別表2

28、

1及



び2 2のとおり減少すると予測される。

6 し尿の処理体制の水準

本市の年度別のし尿の要処理雄は、別表2-1及び2-2のとおり推

移し、それに伴い、別表・3 -1及び3 -2のとおりし尿の処理体制の推

移が見込まれる。

7 し尿処理業の経営の見通し

本市におけるし尿処理業務は、

水道普及*の向上により別表3

と見込まれる。

8 合理化事業の内容

御目標

木市におけるし尿収渠業者のうち、(株)長崎術生公社を除く旧長崎

市のし尿収染業者が保村するし尿の処則に係る許可f1茆川8台についで、

平成27年度末までに4台にすることを図標とする。

・委託制及び許可制を併削しており、下

1及び3 -2'のとおりの影粋を受ける

②対象

別表 1

③実施期間

本計画の尖施期問は平成23年度から平成27年度までの5年間と

する。

1及び1 2 に示すし尿処」氾業者を対象とする。

、、
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④実施方法

各地区の基本方針に基づき、支援策を実施する。

(旧長崎市のし尿収集業者対策についての基本方針)

旧長崎市のじ尿収集業者のうち、 q知長崎衛生公社にっいては、安
定的な経営体制を枇築すること等を目標に、平成24年度から株式会社

という会社形態を見直し、財団法人化する方向で、別途、絲,営改革を進

める。また、'同年度よりし尿収集業務の完金委託化を図る。

また、し尿収集を専業としている中、車両 1台当たりの適正し尿_収

集世に基づき算出した必要車両台数が1台未満であるし尿収集樂者に

ついては、平成23年度来をもって廃業の"!i置を講じることとし、廃

業の際には、以下に示す転廃交付金を交付する。

なお、廃業の描燧を淋じることとなったし尿収集樂者等の3下可区域の

移管については、移管を受けるし尿収集業者においで、許可Ⅸ域の拡大

が経費の増大につながらないこと、また、それに伴う将来的な行政費剛

負担等を勘案した上で、平成23年度米時点での許可対象車河は増中し

なし)ことを市"是と司、る。

転廃交付,金の交付

廃業に際しては、平成元年7月25日環術第103月厚生省水道環

境部榮境整備課長通知の計算式等により算出した減価柿てん金と転

廃業功成金の合計額である転廃交付金を交付する。

"成価柿てん金

廃棄する中両のわ捌'を訓iてんするために、償却後の取得価額又は

帳簿価額を基難として交付する金額。

転廃業助成金

し尿収集業者の転廃業を助成するために交付する余額。

転廃業助成金は.J発棄する東両が予定耐用年数以内の場合は、下

記a)の計算式とし、予定耐用年数を絲過したⅢ両の.場合には、伐)

の計算式とするが、本計画においては、予定耐用年数を過ぎた中両

のみ対象になるため、②の計算式Pxd となる。

4 「10



(D 予定耐用年数以内の場合

①供却方法として定額法を逮定している場合

PXN2

0.9XN+ 0.1XN2

②荏U11力'法として定難法を送定している場合

P

転廃業助成金=

( 1-10 N2・NI

予定削用年数を過ぎている場合

転脆業功成金= pxd

:,捌i畍柿てん金

:残耐用年数

予定而リ11年数

:償却率

市川村が定める係数(わの計算式によるため該当なし

d :市1町村が定める係数 37.922

転廃業功成金=

②

XC

XC

(合併地区のし尿収集業者対策についての基本方針)

合併地区においては、し尿及び浄化判!芹り泥の収架述搬、汀,・化判!上淌揣を

各地区 1業者(琴海地区のみ2 業者)のみ許河しており、し尿収渠業拐

にかかる絲'1.;t安定化について寄り・しているところであるがJ児段階では、

し尿汲み取り村・金が、条例に脱定する上限額に迷していないことから、

計画則問中(平成23イ張度~ 27年度)は、し尿収架批及び経営状況等

を十分兇極めた上で、必要に1心じて料令の改定を行うことにより、合併

地区のし尿収渠業者のネ誇営安定化を図り、適正なし尿処蝉休制を確保す

る。 .
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(別表 1 1)

業者名

し尿処理業委託及び許可業者名簿(旧長崎市)

(株)長1崎補生公社

{羊n 川徳

代表者名

(有)長11f栃ni生工業

代表取締役

中嶋降絶

件"野産業

代淡取締役

下釜好子

住所・延話排号

長1崎市茂里町2 排2号

095-844-4111

取締役

大Ⅲ1 百合子

※各業者の許司台数は現在のし尿処瑞樂獅倣に応じて定められた台数であるのに対し、保有台数は予備叩両

を含め各業者が笑際に保右する台数を示す。本計仰の対象となる減j.Ⅱj,1.〔両台数は許可台数をもとに設定する。

長崎市田中町認0播地1

095-839-1600

・+

収締役

下洲敗子

長崎市小江町詑28俳地5

095-848-06能

許可

台数

4業者

長1崎市三川1町678 瓣地 6

095-846-3500

21

凱

一

平成 22年4月1日現在

3[

保有11師可台数

26

咲 訊 10 t

29

計

31

31

.2
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(別表 1 2)

業者名

し尿処理業委託及び許可業者名簿(合併地区)

q・i)甥リ.剥研油愉社

(初三和姑卿社

代裴者名

代表取締役

向井秀樹

(有)マルモ産業

代喪取締役

峰虎男

(刷0 エコシス

住所・確話・排号

民崎市商浜町32怖排地部

0!巧一S!川一20川

代喪取締役

森保幸

芋海沽揃q"

1乏11晰Ⅱ'i給石町 1'6!1 冷地

Ⅲ巧一剖12」豁怖

代央取締役

.;イ.」1ゞ 11恩伍1」 1 1τ1

件Dヤマシタ拙冊

長"1訂1"縦則111」' 5 丁昌・1剖1 冶地

0り5一将1-53妬

西Ⅷ1建設(株)

1怖'船"リ長所

代表取締役

償本泰

許司

台数

俺世保市日野町7Ⅲ潘地 1

0!巧6-28-1511

气

代喪取締役

111'ド 1りfι〒

(イ.i)乱話,ケ消冊

長峪市長油町 H冊排地

仙5・HH5-2504

飢

所長

1」.r t't

池島箭"H村)

平成22年4月1日現在

3{

長1崎市・¥海戸根町 3NⅡ排地 13

0!所・SH4-20舶

保有市両台数

代夫取締役

棚1ミ「和博

1」記一

41

'、
1τ 1

長崎市海11,リ1「270"排地

的5一釣6-2050

※1 谷業者の許司台数は現住のし尿処肌継物扱に応じて定められた台数であるのに対し、保有台数は予備Ⅲ

両を含め行業者が突際に保右する台数を示す。木計画の対象となる減Ⅲ屯両台数は許可台数をもとに設定す

る。

※2 (1知エコシスは4t Ⅲ 10台を保有しているが、そのうち 9台は十佐世保市及び西海市のし尿収集述搬屯

両のため除く。

※3 鴻部建設{1蜘、囿福励揣掃及び池島精保囿にっいては、委託地区のため許可台数は0台とする。

引

代喪取締役

太「Ⅱ,城一則1

8t

長峪市小江原 2丁凡 6 排6 丹

的5・MH・怖46

10 t

!)業者

長此川"叫制町 1舵排地 1

0!巧9-26・柳75

計

10 U

玲 U

13

豁

r
凡



(別表2 1)

①行政区城内人口(人)

②下水近"及率(%)

し尿要処理量の見通し(旧長崎市)

③下水逆"及人口(人)

gで亦」・1

平成 2】午皮

④下水逆水沈化*(%)

⑤下水逝水洗化人口(ノ゛

4促,】82

Ψ成 22 11三座

⑥処剥!区城外人1コ(/0

92.8

399,352

平成胎年座

374.041

⑦勤化杣

93.4

395,279

推

94.5

平成討辧度

372.995

⑧"!↓業染幣排水

353,358

計

93.9

⑨いポ処恥

@)し尿蓼処1・!1!1i.1 (k l)

391.208

94.8

29,141

早成鮖年虚

371.167

353,485

⑪仰化州所泥の製処」川KkD

12,021

94.2

訟7,139

95.1

26.357

平成26那埋

3開,518

谷イ11度とも 3 阿 3 1日悦在

①行政区域内人口にっいては、平成21イF皮尖鞁をもとに生括排水処製基本計Ua u・120.3)にて擢計

②下水進普及難=③下水逝普及人口÷①行政区域内人口X1卯

④下水道水洗化*=⑤下水道水洗化人口÷③下水道辨及人口XI00

⑥処理区域外人口=①行政区域内人口一③下水道普及人口

⑩し尿婆処理最=⑨し尿纂処製人口Xし尿排出原単位[似ノ>団 X365

⑪浄化榊汚泥要処馴批=⑦浄化椚汚泥要処鄭人口X卸化捫汚泥排出凍Ⅲ位仏//Y e]×3砧

(浄化杣朽泥の饗処理批には集落排水汚泥処即'!11も含む。)

353.105

44/1

12,148

94.4

37,359

3船,035

鮖.6

24,112

平成 27:11皮

3怖.459

352,224

34,5別

441

12,313

94,4

諦,278

378.937

95.9

22' 690

361,585

フ,31 】

350,455

30,874

435

12,476

94.4

29,426

イ'

96,2

21, n80

フ.37フ

357,717

347.6G6

26,917

432

12,622

26,076

96.3

21,450

フ,451

344,454

23.257

429

12,760

23,帰3

21,220

フ.能7

20,397

426

12.883

22,183

フ.603

18,574

420

21,180

フ.679

17,4鵠

フ,753

迷

し
尿
等
優
処
理
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口
(
人
)
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(別表2-2)

①行政区城内人口(人)

②下水逃普及*(%)

し尿要処理量の見通し(合併地区)

③下水道普及人口(人)

実部1

平成幻年度

④下水逆水沈化剛(%)

40,433

⑤下水逃水洗化人口(人)

平成詑年皮

⑥処理区域外人d (ノ゛

認.3

40,687

平成器年座

21.570

58.8

40.345

推

平成討年座

⑦仰化M

78.5

23,924

計

16.931

.^

⑧農樂渠荒排水

62.9

、^

40,006

平成閥年度

85.2

18.8開

25.37フ

⑩し尿要処卿駄{kD

⑨し尿処理

20,383

儒,9

39,6飾

⑪汀,化辨汚泥の婆処」里1,じ化D

4,274

平成26年座

87.9

26、 364

16,7船

※各年皮とも 3月31日悦在

①行政区域内人口については、平成21年度実鞁をもとに生活排水処理遊水計西佃20.3)にて推計

②下水迦普及率=③下水道普及人口÷①行政区域内人口XI00

④下水道水洗化難=⑤下水道水洗化人口÷③下水道普及人口刈00

⑥処理区域外人口=①行政区域内人口一③下水逝普及人口

⑩し尿要処理世=⑨し尿要処埋人口Xし尿排出原単位氾//Y elX365

⑪浄化柚汚泥要処理雌=⑦浄化判.1i汚泥要処製人口X祿化槽汚泥排出原単位也/ノ>日}×365

(浄化,肘弓泥の製処理量には集落排水汚泥処理雌も含む。)

22,306

6,983

聞.8

39,324

3.9船

平成訂年疫

89.4

12,245

26.100

14,9朋

23,569

6,983

65.8

U、 662

38,9肌

3' 873

90.2

25,875

13.642

9,368

23.542

6,980

6,924

65.フ

10.497

3.854

90.9

玲,565

25,田】

フ,242

23,520

6,866

6.746

3,817

8,】15

91.5

13,449

5,717

23,434

6,808

6,660

6,406

3.797

13.371

5.49S

6.613

6.749

6,1田

3,784

5,258

6,554

6.690

5,892

5,074

6.505

5,686

6.4田

1究

し
尿
等
甥
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口
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(別表 3 1)

①年Ⅲ1し尿要処肌雌化D

②1台当たりの午削処理

雌化D

し尿処理体制の水準及び見通し'(旧長崎市)

③饗処到!"i両台数(台)

平成 211ド度

④要誠市ホ両台数倫}

34,584

平成詑 11り.女

(豆)■成小研H山i台リ丈(台)

1,193

⑥合計許可川両台数(台)

30,87'1

平成部午座

即

①年岡し尿要処肌蹴=別袈2-1 「し尿要処川嬌1の児通し」による。

②1台あたりの郁Ⅲ1処理雌=①イ1三剛し尿饗処剣折.t一③饗処即Ⅲ両台数

③要処馴心而台数=俳業音の収染畷域の地城性や収樂災態を踏まえて業者ごとに硫定した合針台数

④要減市地両台数=前年度要処j1Ⅲ'版向台数一次イ1二度要処理Ⅲ尚台数

⑤減Ⅲ計仙1台数=墾波、唯市両台数

⑥合計許可屯而台数=本市が礎乘物処馴怯にもとづき、一般廃簗物収集述搬業として許可している台数

※業者別減市台数=突施朔岡に次のとおり'台械小するもの

2 台(2 t -1 台、 4 t -】台)囿野産樂

惰)艮1崎衛生工業 2 台(2t 71台、、1t -1台)

※鮴辻遡酷刑'生公社の平成24イ・向斐以降の許珂Ⅲ両台数については、全泓委託になる予定であることから、0

と寸る。

鮴}長1崎衛生公社(1・松2年度 2 台減Ⅲ、 H23年度 2 台減屯、 H25年農'2 台減巾、 H26 作皮 3 台減屯)

1,143

26,917

平成 24 午座

0

舒

1.282

器.257

小成託年腔

扮

訂

,

1,107

20,397

平成 26年座

訂

21

1.074

18,574

平成訂午座

訂

W

1,1田

17,493

4

16

1,093

、

16

0

0

4

玲二

、
ー

ム
L

皮年

、
ノ



(別表3 2)

①年間し尿要処理量化D

年度

②1台当たりの年問処理

量化D

し尿処理体制の水準及び見通し(合併地区)

③要処理車両台数怡)

平成 21年度

④要減車車両台数治)

11,662

平成詑年度

⑤減車計画台数{倒

⑥合計許可取両台数{剖

729

10,497

平成船年塵

16

開6

8,115

平成甜年度

①年閥し尿要処理量=別表2-2 「し尿要処理量の見通し」による。

②1台あたりの年問処理量=①年問し尿要処理量÷③要処理車両台数

③要処理車両台数=各業者の収集区域の地域性や収集実態を踏まえて業者ごとに確定した合計台数

④要減車求両台数=前年度要処理車両台数一次年度要処理車両台数

⑤減市計画台数=し尿収集のみに限れば、減車が発生するが、合併地区の各業者においては、浄化柚汚
泥収集運搬車両も兼ねているため、本計画期間中は減車惜批を行わない。

⑥合計許可車両台数=本市が廃棄物処理法にもとづき、一般廃棄物収集運搬業として許可している今数

16

624

0

6,406

平成25年塵

13

13

493

0

6,1田

平成部年度

13

13

474

5.892

平成訂年度

0

13

13

453

5,686

13

13

437

0

13

13

、

13 13

辻i 、



添付資料1

廃業の措羅を講じることとなった(有)寿産業の許可恢域である川川ヰ

地区の全部(三川町・川平町・三ツ山町・11嘩別当町 0女の都 1~4丁日)を(イ」)

川徳に、(株)長崎衛生上業の許可区域である福田・手熊地灰の全部しN工叩

小浦町・木鉢町1丁目・神ノ島町1丁目の部・大浜町・福田本町・ナ浦町・

柿泊町・ f熊町)を q知長崎衛生公社に移管する。

併せて、(株)長崎術生公社の許可区域である東長崎地区の一部(田中町、宿

町、芒塚町、界 1~2丁日、網場町、馨n町、潮見町)を(イ」)川徳に移管す

る。

旧長崎市の区域の整理

、^

ア＼一湧■、 小川也区

、

＼、) 、

.'＼

1 - j也

ノ
:、

「ノ、、

1、、γゞ・' y YJと、V~/、γ"＼、 1

~'、

中K'・f・、 0,巳.Wゐtぐ(才＼')"、＼、,
"ゞ、'

'＼・'y、＼,【'
、>＼・'

y '1、>・
_/ー'ー'

1218

*

L

R・~'
:'>'11 '

.,武・,.1."'・ 4f、く.

、q和狼峪術.生公社、_...1

q羽川徳

ノ
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>
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添付資料2 転廃交付金の交付計画

廃業する各業者に対し、次のとおり転廃交付余を交付する。

実施
年度

対象業名

(打)野産業

H23

(:何)長崎衛生工業

①減仙柿てん金

※770,000

対快Ⅲ両台数(台)

※金禎は1万円米満を四捨五入する。

転廃交付金(円)

2t

合計

一
1川鄭"ー

※770, 000

4t

1,540,000

②嶬脆拠助成余

318,750

450,000

1 '1 ・・・,000

計(①+②)

318,750

29,200,000

450,000

29,970,000

29,200,000

認,4{川,000

29,970,000

59,940,000

1§3

1t

11

2

1



添付資料3 転廃交付金算定根拠

1.概要

合理化事業計画に基づき、転廃業の措世を朧じることとなったし尿収集業

者に対して交付する転廃交付余は、下図のように区分する。

転廃交付金

鵬仙柿てん金と転廃業功成釡からなる転廃交付金は、「平成元臼三7月25日榮
1{よj雰江船号j草生省水道榮境部環境修俳i拠長通知」に示される次の計算式により

算定する。

波価柿てん金

転廃業功成金

誠イ1Ⅲ補てん令・一廃簗する'ホ向の減仙を補でんするために、供却後の取1リ仙

額又は帳節仙纐を基難として交付する金額

転廃業助成金・・・し尿収染業者の転廃業を助成するために交付する金額

減イ瓣補てん金 X 市町村の定める係数

なお、転廃交付金の交付金額については、「酬士交通省の公共用地の取1.1に

伴う損失柿償基準(平成13年1月6日馴土交通省訓令第76号)」(以下

「ネi朧W遵化」という。)及びその述用方i汁の当え方に準じて算定する。

乞d1ξ



2.転廃交付金

転廃交付余については、補償基凖を柿償項回についての当え方の根拠とし、

その述jl・1方針を桜算の参塲'とする。柿償基準第4・7条(営業廃止の補偵)に基

づき、適川する項伺等は次に示すとおりとする。

辿mする項目等

柿供項目

①"師娜補償

②'辯業椛柿償

廃Ⅲすることとなる屯両の

柿イ賞

紬償内容

③'転湖齢削賞

し尿処則業の椛利等に対す

る対仙の補償

金

f

基本的な稙算方法

屯両の取得価額X 5・%

④肌職者補償

転業に辿常必饗とする川問

中の収■§扣当額の柿償

平均売上子'Xネ1倫牟冬÷年.利*

剛り征司、る1鞭業員に対'司、る

補償

平均売上商X利Z艇冬X2年

賃金Ⅲ纐X補供日数一雇川保

険+1,1 当額

☆、."
、

減
Ⅷ
例
て
ん
余

転
廃
業
功
成



①車両柿供

市両柿償は、次の式によって求める。

車両補伯額=車両の取得仙額X5%

市両補伯額算出に用いる車両取得価額は、バキューム車の新班仙額を用いる。

なお、各Ⅲ両取得価額は、特装巾メーカーの見稙纐をもとに値引率25%として算

1 出する。

(収集用 2tバキューム車)

見積額 8,500,000円 X75%=①6,375,0舶円

(述搬用4 t バキューム.止0

見鞁額 12,000,000円 X 75%=②9,000,000円

また、耐用年数を過ぎた取両の場合、帳節仙額は屯両収得仙i額の5%とみなし、

!これを巾両補償額とする。

(収集用 2 t バキュームao

①X 5%=6,375,000円 X 5%=③318、 750円

(述搬用 4 t バキューム.1.1D

②X5%=9,000,000円X5%=④4舶,000円

市両補横額=③十④=318,750円M50.000円=768,750円=フ70,000円

②'散業椛柿供

営業椛補償は、次の式によって求める。

営業1輪紺償=平均売上浦X利益率一年利察

営業椛補偵については、過去3力年の平均売上商を基礎として算定することが

1標雉となっているが、廃業する2業者は、既に災質的に1訂赤字絲僻となっているこ

と及び各許司地区における下水道工事の進捗状況が売上浦に大きく影糾しており、

業者ごとに平均売上高を算定した場合、同一規模の事業体でありながら、算定額に

1おいて不均衡が生じるため、本市において桜算したし尿収集にかかる標準委託絲賀

(収集用 2tバキューム車 1台 2 名、述搬用 4tバキューム車 1台 0 名、事務員 1
1名)を平均売上高と認定した。

(平均売上高) 21,350,000'円

(利益率)8%木市におけるし尿及びごみ収集述搬業務委託の事業主利益率
('廓班樹 8%補償基準釧則第26条第2項

営業椛補償額=21,3501000円 X 8%+8%=21,350,000円

、2段ξ



③転業柿償

転業判H賞は、次の式によって求める。

転業補償=平均、売上高X利益率X転業に通常必要とする捌間

(平均売上衞) 21,350,000円営業椛柿償に記幟のとおり

俳嘱禅伺 8%営業枇補償に記幟のとおり

(転業に通常必饗とする卿闇)2年柿償基準述用方針第羽一6

転業柿催艷唄=21,350,000円 X8%× 2年=3,416,000円=3,420,000円

④航職者補供

航職者柿催は、次の式によって求める。

胤雌者補償=賃金日額X柿償日数一扉用保険相当額

(賃企日額X252 勵一(歴用保険日額X150 勵^

作業員

〔(10,000円 X 252日)ー(5,000円 X 巧0日)〕× 2 人

(2,520' 000円"・750,000円)× 2 人=3,540,000円①

事務員

〔(5,000円 X252日)ー(2,500円 X 巧0日)〕× 1 人

U,260,000円一 375,000 卜の X 1 人=885,000円=890,000円②^

航城者柿供額=4,430,000円(①十②)

人員数:収来川 2 tバキューム市 1台2名、述搬川 4 t バキューム屯1台0名、

事務員1名とする。

作業貝単仙:12,500円Ⅲ2.4 長崎県基本単価一覧表の述転乎単価による。

事膓員単価:作業員単価の半額 6,250円とする。

賃金日客亘:国土交通省の公共用地の収得に伴う損失補償基難の述用方針第54の規

定により、単価の 80/100 とする。

作業員 12,500円 X80/100= 10.000円

事務員 6,250円 X 80/100= 5,000円

補償日数;ネ削貨基準の運用方鋤に規定する期問は、 1年以内のため、クリーンセ

ンター搬入可能日数の252日とする。

扉用保険日額:歴用保険法第 16 条により、、賃金日額の 50/100 とする。

作業員 10,000円 X 50/100=5,000円

事務員 5,000円 X50/100=2,500円

罷用保険の所定給付日数:歴用保険法第23条の規定により、 150日とする。
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転廃交付金合計額

'

①ホ両柿催

②営業机柿供

③転業補偵

④肌職者柿償

1

計

上記の転廃交付釡を、減価柿てん金及び転廃業吻成金の算出式にあてはめると、

下式のとおりとなり、「市岡'村の定める係数」は、 37.922 となる。

なお、金額は.1万円米満を四捨五入する。

市町村の定める係数

(②21,350,000円+③3,420,000円十④4,430,000 1・り)÷①770,000円^

=37.922

フ70,000円

21,350,000円

3,420,000円

4,430,000円

減イ湘補てん金=①770,000円

転廃業助成金=①770,0{川・円 X37.922=⑤29,200,000円

転廃交イ小金合計=①十⑤=29,970,000円

29,970,000円

.
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